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序     文 
 

パキスタン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」国と記す。）においては、経済成長に伴う

電力需要の増加（2004～2009年の5年間で約3,000MW増加、年平均増加率は4％）に対し、電力供

給量の能力が追いついておらず、大幅な需給ギャップのため、夏期には1日10時間以上に及ぶ計画

停電が頻繁に実施されています。パキスタン国における電力セクターを統括するパキスタン電力

会社（Pakistan Electric Power Company）によれば、2009年の需給ギャップは最大4,500MWとなって

います。 

パキスタン国における電力ロス率は24％であり、日本（5％）と比較しても非常に高い水準にあ

ります。このうち送配電による電力ロスは22％に上り、深刻な電力不足対策として、電力ロス削

減を目的とした送配電分野への支援を行う意義は大きい状況です。 

そのような状況の下、パキスタン国唯一の送変電の研修機関である国営送給電会社（NTDC）内

にあるTSG（Training Service Group）の送変電維持管理能力強化を行い、送電損失率の低減を図る

ことを目的に、「送変電維持管理研修能力強化支援プロジェクト」の実施がパキスタン国政府から

日本国政府に要請されました。これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は本プロジェク

トを2011年3月から実施しています。 

本プロジェクトは、2011年3月から2014年3月までの3年間の予定で実施中ですが、今般、開始後

1年半以上が経過したことから、中間レビュー調査団をパキスタン国に派遣し、本協力の中間地点

においてパキスタン国側と合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等の達成状況を確認すると

ともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認しました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、さらには

類似の他プロジェクトに活用されることを期待しています。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い感謝の意を表するとともに、プ

ロジェクトの活動に対するより一層のご支援をお願いします。 

 

平成25年1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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中間レビュー評価調査結果要約表 
 

１ 案件の概要 

国名：パキスタン・イスラム共和国 案件名：送変電維持管理研修能力強化支援プロジェ

クト 

分野：電力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部資源・ 

エネルギーグループ 資源・エネルギー 

第一課 

協力金額（評価時点）：3億1,000万円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2011年2月～2014年1月 先方関係機関：水利電力省（MOWP）、国営送電会

社（NTDC） 

（延長）： 日本側協力機関：株式会社アジア共同設計コンサル

タント 

（F/U）： 

（E/N）（無償） 

他の関連協力：NTDCが実施機関となっている以下

の円借款案件を実施中 

「給電設備拡充事業」（L/A調印2005年） 

「ダドゥークダズール送電網事業」（L/A調印2006

年） 

「パンジャブ州送電網拡充事業」（L/A調印2008年）

「全国基幹送電網拡充事業」（L/A調印2010年） 

１－１ 協力の背景と概要 

 パキスタン・イスラム共和国では、（以下、「パキスタン」と記す）水利電力開発公社（Water and 

Power Development Authority：WAPDA）がすべての発電及び送配電事業を行っていたが、1980

年代に始まった電力セクター構造改革に伴って、1989年に国営送電会社（National Transmission 

and Dispatch Company：NTDC）が分社化し、さらに2003年までに発電会社4社、配電会社

（Distribution Companies：DISCOs）9社に分社化された。NTDCのサービス部（Service Division）

技術サービスグループ（Technical Service Group：TSG）は、パキスタン唯一の高圧送変電の研修

機関であるが1980年代にカナダ国際援助庁（Canadian International Cooperation Agency：CIDA）

の支援で研修機器、施設、マニュアルが整備されて以降、更新されておらず、講師の大半は現

場の最新機器に対する知見が乏しかった。したがって、研修機器の更新と研修講師の能力強化

は差し迫った課題となっていた。わが国は、パキスタンへの電力セクターへの支援として円借

款による送変電設備の強化を支援してきていたが、それらの設備を効率的に機能させ、安定し

た電力供給を可能とするにはNTDCとDISCOの送変電系統の運用保守（Operation and 

Maintenance：O&M）担当職員の能力強化が必要であった。このような背景からパキスタン政府

は、わが国に対し、TSGの研修能力強化を目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請した。

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、パキスタンの高圧送変電分野の技術者研修を行う水利電力省（Ministry of 

Water and Power：MOWP）傘下にあるNTDC内のTSGに対し、研修機器の更新、研修講師向け研
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修、研修教材及び研修システムの更新を行うことにより、TSGの送変電O&M研修能力の向上を

図り、もってパキスタンの高圧送変電O&Mに従事するエンジニアやテクニシャンの能力向上に

寄与する。 

 

 （1）上位目標 

パキスタン国の送変電系統O&Mに従事するエンジニアとテクニシャンの能力が向上する。

 

 （2）プロジェクト目標 

送変電系統O&Mに関するTSGの研修能力が向上する。 

 

 （3）成果（アウトプット） 

アウトプット1：TSGの研修用機器が更新される。 

アウトプット2：TSG講師が日本での講師向け研修（Training of Trainers：TOT）を通じて、

既存の送変電系統のO&Mに合致した最新技術を習得する。 

アウトプット3：TSGでのシラバス、カリキュラム、研修教材は、TOTにて習得した技術知

識/技能に基づき適切に改訂される。 

アウトプット4：TSGの研修システムが改訂される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

1）日本側 

短期専門家派遣：8名（5分野：送変電運用保守、保護計装、機材計画、機材調達、業

務調整/研修・機材計画アシスタント）。研修計画専門家は、現地派遣

はなく、国内作業のみ。 

研修員受入：15名 

機材供与：内貨分：61,519千Rs（契約ベース） 

 

2）パキスタン国側 

カウンターパート配置：37名 

土地・施設提供：日本人専門家のプロジェクト・オフィススペースと設備の提供 

ローカルコスト負担：国家予算PC1として本プロジェクト向け4,500万Rsを確保し、う

ち、2012年7月までに車両やオフィス用品の購入に1,024万Rsを支

出。 

 

２ 評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

調査者 

総括 丹羽 顕 JICA 国際協力専門員（エネルギー開発） 

協力企画 古川 直人 JICA産業開発・公共政策部 資源エネルギーグループ

資源エネルギーグループ第一課 

評価分析 三島 光恵 OPMAC株式会社 海外事業部次長 
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調査期間 2012年8月29日～2012年9月15日 評価種類：中間レビュー 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトは目標に向けて進捗しているが、中間レビュー調査時点では、更新機器

を用いて改訂された研修コース内容の研修がまだ始められていないこと、またプロジェク

ト目標指標は研修改善がどのように測定されるかを記述されてないため、プロジェクト目

標の達成度の見込みは述べることはできなかった。まずは研修の改善度を測るプロジェク

ト目標指標を具体的に示すことが必須である。そのうえでプロジェクト終了時に向けて、

適切にプロジェクトを運営・モニタリングできるようにすべきである。 

 

 （2）成果（アウトプット）の達成状況 

2012年9月の中間レビュー調査時点までにおいて、本プロジェクトのアウトプット達成に

向けて進捗中であるが、アウトプット1～4のいずれもまだ達成していない。アウトプット1

の研修機器の調達は一部が始まったところであり、アウトプット2の日本での講師研修は全

3回の計画のうち、第1回が実施された。アウトプット3の研修コース内容の修正を終え、各

分野の教材は改訂中である。新教材を使った研修コースの来年以降開始するには、2012年

末までにいったん取りまとめられる必要がある。分野によっては作業に遅延がみられるの

で、今後の作業促進のために更に努力を要する。 

また、アウトプット2と3の達成状況を適切に測定するために指標の改訂が必要である。

アウトプット2は、TOT参加者が先進技術の習得のみならず、研修運営を学ぶことも含まれ

ているのでその点を追加すること、そしてこれらの達成を判断できる具体的な指標に改訂

すべきである。アウトプット3の指標については、TSG講師、マネジャー、日本人専門家の

全関係者の間でプロジェクトによって達成されるシラバス、カリキュラム、教材の改訂の

範囲と内容に関し、共通理解のもとにプロジェクトがめざすアウトプットの達成の目安を

設定することが重要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクト終了時点まで妥当性は維持されるものと

見込まれる。 

 

本プロジェクトは、パキスタンの開発計画「Vision 2030」、「貧困削減戦略書II」“Poverty 

Reduction Strategy Paper II：PRSP II”（2009年）、中期開発フレームワーク“Medium Term 

Development Framework：MTDF”（2005-2010年、今年度も延長中）と合致している。これら

の計画では安定的電力供給、送配電システムのボトルネックの解消の必要性が述べられて

おり、送電線建設が推進中である。 

また、本プロジェクトは、NTDCの開発ニーズと合致しており、プロジェクトアプローチ

とデザインは適切とみなされる。NTDCでは、JICAや他のドナーの資金支援で高圧送電線建
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設が集中的に実施されているなか、送変電系統のO&Mを担うエンジニアやテクニシャンの

能力向上は急務であった。しかし、TSGでの研修は1980年代のCIDAの支援以降、更新され

ておらず、現場のニーズと合致した研修を行うために一刻も早く研修能力を向上させる必

要があった。本プロジェクトでは「技術向上コース」の基本コースを主に対象とし、研修

システム改訂の組織能力向上と研修講師やマネジャーの先進技術や研修運営の知識の向

上、個人能力の向上の両方に含まれ、TSGのさまざまな問題の解決に同時に取り組んでいる。

本プロジェクトは、日本のODA政策とも合致している。日本の対パキスタン開発援助

（Official Development Assistance：ODA）政策の優先項目の1つである「経済インフラの改

善」のなかで、効率的及び持続可能な電力供給の支援に本プロジェクトは位置づけられて

いる。 

 

 （2）有効性 

中間レビュー調査時点において、本プロジェクトの有効性は評価できないが、プロジェ

クト目標達成に向けて正しい軌道にあるとみなされる。 

 

機器調達や教材改訂などのプロジェクト活動の遅れなどにより、現時点でアウトプット

は未達成であるものの、各アウトプットは進捗しており、講師の能力改善がみられる。日

本でのTOTにより、参加したTSG職員は、プロジェクト目標達成に向けてより意欲を高めて

改訂作業に取り組んでいる。また、本プロジェクトによる更新される研修機器の選定では、

研修ニーズがより高い保護計装分野のリレー（継電器、電流の切り替えを行う機器）や変

電所のテスト機器等を選定、リレーについては円借款で調達した機器と同じメーカーとす

るなど、研修内容が現場でのより適用できるように進められている。現時点では、本プロ

ジェクトの目標達成を妨げる可能性がある外部要因はみられない。 

有効性をより高めるためには、プロジェクト目標、アウトプット2と3の指標や内容をよ

り具体的に定義し、それらの指標をモニタリングして改善点をフィードバックする体制を

構築する必要がある。 

 

 （3）効率性 

中間レビュー調査時点まで本プロジェクト実施状況を検証すると、効率性はおおむね中

程度といえる。 

 

中間レビュー調査時点までに、日本・パキスタン国側双方の投入はおおむね計画どおり

であった。日本側については、日本人専門家の質、量、派遣タイミングについておおむね

適切であり、パキスタン側については、プロジェクトのための人員、設備、予算は計画の

とおり割り当てられた。プロジェクトをより効率的に実施し、残りの期間で計画されてい

る。プロジェクトのアウトプットとアウトカムを達成するには、日本人専門家の支援業務

とTSGのカウンターパート（Counterpart：C/P）の活動計画実施について、相互に進捗管理

の調整が行えるワークプランに基づいてプロジェクトモニタリングを行い、タイムマネジ

メントを徹底するのが肝心である。また、研修評価とモニタリング実施体制の強化も必要
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である。 

 

 （4）インパクト 

本プロジェクトのプロジェクト目標が達成できれば、上位目標は達成可能とみられる。

本中間レビュー調査時点において、負のインパクトは予見されない。上位目標以外の正

のインパクトについては、TSGやGSO（Grid System Operationの部署）の職員の研修による

改善の重要性に姿勢の変化、変電所の新しい機器のテストに関するGSOのエンジニアやテ

クニシャンの能力向上で外注に頼らずに自社職員ができるようになることが期待される。

このことはJICAを含む他ドナー支援による変電所増設が実施されているなか、変電所の効

率的なO&Mに貢献すると期待される。 

 

 （5）自立発展性（持続性） 

中間レビュー調査時点では、短期的には以下の観点から本プロジェクトの持続性が予見

される。 

 

1）政策・制度面：現時点でTSGの持続性に影響がある政策・制度の変化は見込まれていな

い。 

 

2）組織面：前述のとおり、TSGは高圧送変電システムのO&G研修を行う唯一の機関である

ことから、内部の組織改編や職員の異動はあるとしても、TSGの役割と機能に影響があ

る大きな変化はないとみられる。 

 

3）技術面：TSGのマネジャーを含む講師たちは、本プロジェクトを通じて習得した技術知

識を自身の仕事に反映し、日々の業務あるいは研修を通じて自発的に組織内の職員や

研修生に既に普及していた。したがって、本プロジェクトによって培われた技術知識

は組織内で持続される見込みがある。 

 

4）財務面：プロジェクト実施中の本プロジェクトに対する国家予算は割り当てられてお

り、2011年度のTSG予算は計画予算どおり実行されていることから短期的には資金不

足でプロジェクト持続性に問題があることは予見されない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

本プロジェクトのターゲットグループである研修講師の教育レベルは高く、学んだこと

を適用して自ら研修改善を図っていく能力がある。したがって、本プロジェクトのデザイ

ンは講師やマネジャーが自らアクションプラン策定・実施してくことを通じ、彼ら自身の

イニシアティブで自己啓発を促進することが意図されており、パキスタン側C/Pのプロジェ

クトのオーナーシップを高めることに役立っている。 
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 （2）実施プロセスに関すること 

アクションプランの策定と実施責任者には、本邦研修参加者を当てたことは円滑な活動

実施に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）において研修改

善の達成度が明確に示され、関係者間で共有されていなかったことが、シラバス、カリキ

ュラム、教材の改善内容の範囲について関係者間の共通認識が不足した一因であった。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

改訂された研修コース開始の目標日程の設定とそれに合わせた機器調達スケジュールの

徹底、日本・パキスタン国側双方の活動進捗を見渡した全体作業スケジュール管理がなさ

れていなかったことが遅延の要因となった。 

また、研修評価システムに関しては、導入時に評価シートの回収、分析、研修へのフィ

ードバックのスケジュールが明確に定められてなかったことが活動の遅延の要因となって

いる。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、パキスタンの開発計画、NTDCのニーズ及び日本の対パキスタン開発援助

政策に合致し、妥当性が高い。有効性については、残りのプロジェクト期間における努力次第

でプロジェクト終了時までに満足なレベルになると期待される。効率性を高めるためには新規

研修コースの実施に影響する機器調達のスケジュール管理を徹底すべきである。プロジェクト

の有効性、効率性を確保し、正のインパクトを高めるためには、PDMにおけるアウトプットの

記述や評価指標の改訂が不可欠である。現時点では、近い将来までプロジェクトの持続性があ

る可能性が高いとみられる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（プロジェクトへの提言） 

 （1）プロジェクトの業務計画表の改訂による活動の進捗の確認 

一層の効率的なプロジェクト実施のためには、活動計画の進捗状況を日本・パキスタン

国側双方のスケジュールを示し、アウトプットごとの活動がわかる業務計画表で管理を行

うことを提案する。また、適切に進捗をチェックするためにはシラバス、カリキュラム、

教材の改定の到達目標を本プロジェクトで（日本人専門家とパキスタン側C/P）設定する必

要がある。 

 

 （2）研修評価モニタリングシステム強化 

評価結果の分析と研修へのフィードバックのスケジュールを明示的に設定する必要があ

る。また、回収が困難な研修生の上司からの評価シートの回収のタイミングは、研修生の
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パフォーマンスが評価できる時期に再検討されるべきである。これらの事項についてTSG

の日常業務として掲げて実施していくことを提案する。 

 

 （3）PDMの改訂 

中間レビュー調査の結果に基づき、アウトプット2の記述、上位目標、プロジェクト目標、

アウトプット2と3の指標を修正し、現行のPDMを改定することが望ましい。 

 

 （JICAとプロジェクトへの提言） 

機材調達遅延を最小限にすること 

機材調達、特に本邦調達の機材調達の遅延は新しいコースワークに影響することになる。

したがって、当初計画からの遅延を最小にするように努力することが肝要である。 

 

 （TSGへの提言） 

 （1）新しい機器の維持管理予算の計画作成と確保 

本プロジェクト実施中に新しい研修機器の維持管理に必要な予算を明確に示し、次の財

政年度から予算計画に反映するようにすることが望まれる。 

 

 （2）研修コースの更新の宣伝 

研修生数増加のために、本プロジェクト実施期間中に更新した研修コースについてTSG

へ研修派遣の可能性がある全組織に対し、セミナーや広告などを通じて宣伝することを提

案する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 早期段階から研修評価システムの実施計画と戦略 

研修評価システムの導入時、適切な研修生の上司からの評価を回収する適切なタイミング

と戦略、評価結果分析のスケジュール、結果の研修コースへのフィードバックが関係者間で

議論されておらず、活動実施の遅延の要因となった。これらについては、システム導入時点

の早期の段階からあらかじめ協議し、実施戦略を策定しておくことが望ましい。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ プロジェクト実施の背景及び中間評価の目的 

国営送給電会社（National Transmission and Despatch Company：NTDC）内にある技術サービスグ

ループ（Training Service Group：TSG）は、パキスタン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」と

記す）唯一の送変電の研修機関であるが、その研修マニュアルは、1980年代にカナダ国際開発庁

（CIDA）が作成した後更新されておらず、TSGの講師陣の大半は、旧式の設備・教材には精通し

ているが、変電所に設置されている最新の設備に対する知見は乏しい。このため、TSGで研修を受

講してもその効果が現場で十分に発現していないという問題が指摘されている。TSGの研修施設は

陳腐化・老朽化した訓練機材・施設を抱えながらもその役割を果たしてきたが、研修機材の更新

や近代化、講師陣の能力強化は差し迫った課題となっている。 

また、NTDCの送電線及び変電所の維持管理上の具体的な問題点として、①事故記録等の不統一、

②維持管理に必要なマニュアル類の未整備、③各機器の試運転及び保守記録の未整備、④事故及

び不具合に対する適切な再発防止対策・処置の不備、などが挙げられている。 

このような背景から、パキスタン国政府はわが国に対して、①研修マニュアルのレビューと更

新、②研修用機材の更新、③日本の技術移転を通じたTSGの研修能力強化を目的とする技術協力プ

ロジェクトの実施を要請した。 

それを受けたJICAは、2009年2月に詳細計画策定調査と同年7月に詳細設計画策定調査（実施協

議）をそれぞれ実施し、両調査を通じ上記の現状が確認され、①研修マニュアルのレビューと更

新、②研修用機器の更新、③送電線及び変電所の維持管理方法のレビュー、④維持管理に係る日

本の技術移転の必要性が認識され、TSGの研修能力向上に係る本プロジェクトが形成された。 

本中間レビュー調査チームは、評価5類型に従ったプロジェクトの中間レビューを目的に、2012

年8月29日から9月15日までの期間でパキスタン国へ派遣された。本レビュー調査の結果をもって

プロジェクトの計画が適宜修正されることになる。本レビュー調査の結果はパキスタン国関係者

とも合意を得たものである。 

本中間レビュー調査の主な目的は以下のとおり。 

（1）プロジェクトの達成状況、活動内容、インプットのレビュー 

 

（2）残り期間でプロジェクト目標を達成するために解決すべき課題の整理 

 

（3）残り期間でプロジェクトをより良い方向へ導くための提言 

 

１－２ 調査団構成 

調査団の構成は以下のとおり。 

担当分野 氏 名 所  属 

団長 丹羽 顕 国際協力機構（JICA）国際協力専門員（エネルギー開発） 

協力計画 古川 直人 国際協力機構（JICA）産業開発・公共政策部 

資源エネルギーグループ 資源エネルギー第一課 職員 

評価分析 三島 光恵 OPMAC 株式会社 海外事業部次長 
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１－３ 調査日程 

パキスタンにおける中間レビュー調査は、2012年8月29日から9月15日の期間で実施された。 

詳細スケジュールは以下のとおり。 

 

日時 丹羽 古川 三島 宿泊 

8

月 

29 水 

 

東京－バンコク－イスラマバード 

（22：25）（TG349） イスラマバ

ード 30 木 ・JICAパキスタン事務所との打合せ 

31 金 ・パキスタン側C/Pへのインタビュー 

9

月 

1 土 

イスラマバードからラホールへ移動

（PK655） 

・日本人専門家との協議 

 

ラホール 

2 日 資料整理 

3 月 
・パキスタン側C/Pへのインタビュー 

・日本人専門家へのインタビュー 

・情報収集 

・中間レビュー調査報告書案作成 

4 火 

5 水 

6 木 

7 金 

8 土 
中間レビューレポート案作成、日本人専門

家との協議、資料整理 

9 日 

東京－バンコク－カラチ

－イスラマバード（20：55）

（PK370） 

ラホールからイスラマバードへ移動

（PK588）、資料整理 

イスラマバ

ード 

10 月 
・JICAパキスタン事務所、MoWP表敬 

イスラマバードからラホールへ移動（PK655） ラホール 

11 火 ・TSGとの評価報告書案、ミニッツ案、PDM改定案協議 

12 水 

・NTDC、TSGとの評価報告書案、ミニッツ案、PDM改定案協議、 

 中間レビュー調査報告書ミニッツ署名 

ラホールからイスラマバードへ移動（PK652） 

イスラマバ

ード 

13 木 ・JCC開催（EAD、MoWP、NTDC、TSG） 

14 金 
・在パキスタン日本大使館への報告 

イスラマバード発（23：20）（TG350）－バンコク－東京着15日（15：45） 
 

 

１－４ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下に示すとおりである。本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）は詳細計画時に作成されたPDM version.0からRecord of 

Discussion（R/D）締結時にPDM-1へ、また2011年12月にPDM-2へとパキスタン側との合意のうえ

に2回修正されていた。中間レビュー調査時点はPDM-2に沿ってプロジェクトが実施されていた。

PDM-2は付属資料のMinutes of Meeting（M/M）のAppendix Iのとおり。 

 

 （1）上位目標 

パキスタン国の送変電系統O&Mに従事するエンジニア及びテクニシャンの能力が向上する。 
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 （2）プロジェクト目標 

送変電系統O&Mに関するTSGの研修能力が向上する。 

 

 （3）アウトプット 

1．TSGの研修用機器が更新される。 

2．TSG講師が日本での本邦研修（TOT）を通じて、既存の送変電系統のO&Mに合致した最

新技術を習得する。 

3．TSGでのシラバス、カリキュラム及び研修教材は、TOTにて習得した技術知識/技能に基

づき適切に改訂される。 

4．TSGの研修システムが改訂される。 

 

 （4）活動 

1-1 研修用機器のリストを決定し、O&M計画を準備する。 

1-2 上記のリストに基づき、研修用機器を供与する。 

 

2-1 TOTのためにシラバス、カリキュラム、及び研修教材を策定/準備する。 

2-2 TOT参加者を選抜する。 

2-3 TOTを実施し、評価結果に基づき次回TOTを改善する。 

 

3-1 TOTを通じて習得した技術知識/技能に基づき、シラバス、カリキュラム、及び研修教

材を改訂/策定する。 

3-2 供与された研修教材を用いて実施したセミナー/ワークショップを評価結果に基づき

その改善を行う。 

 

4-1 研修プログラムに関するTSGの基本方針を策定する。 

4-2 TSGの年間研修プログラムを改訂する。 

4-3 TSGの長期研修戦略を改訂する。 

 

１－５ 中間レビュー調査の方法 

本調査は、「JICA事業評価ガイドライン」に基づいて、以下の手順によって実施された。 

 

 （1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）とその他関連書類に示されるプロジェク

トの計画の進捗状況の検証 

 

 （2）評価5項目によるプロジェクトの分析 

 

 （3）プロジェクトの改善事項にかかる提言の作成 

 

 （4）類似案件への教訓の導出 
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本調査においては、下記の手法により定量的及び定性的なデータ・情報の収集を行った。 

・ プロジェクトで作成された報告書及び関連文書のレビュー 

・ 日本人専門家、カウンターパート（Counterpart：C/P）及び関係者への質問票調査及びイ

ンタビュー 

 

プロジェクトの分析に用いた評価5項目とその視点は以下のとおりである。 

 （1）妥当性 

プロジェクト目標及び上位目標は、パキスタンの開発政策と開発ニーズは、日本の対パキ

スタン援助政策に合致するものであったか。 

 

 （2）有効性 

中間レビュー調査時点におけるアウトプットの達成状況からみて、プロジェクト目標は、

プロジェクト終了時点までに達成見込みはあるか。 

 

 （3）効率性 

計画されたアウトプットの達成状況と日本・パキスタン国側双方の投入の量、質、タイミ

ングに鑑みて、投入はアウトプットに効率的に転換されているか。 

 

 （4）インパクト 

プロジェクトの成果として、プロジェクトの意図する正のインパクトである上位目標の達

成見込みはあるか。また、それ以外に、プロジェクトによる直接的・間接的な正負の効果は

あるか。 

 

 （5）自立発展性（持続性） 

制度、組織、技術及び財務的観点から、プロジェクト終了後にプロジェクトの正の効果及

び便益は持続するか。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入 

本プロジェクトの中間レビュー調査時点までの投入実績は、表－１のとおりである。 

 

表－１ 本プロジェクトの投入 

日本側 

計 画 実績（2012年9月時点） 

・専門家派遣：5分野 

送変電運用保守、保護・計装、機材計画（技

術計画）、機材計画（保護・計装）、業務調整

（研修及び機材調達アシスタント） 

・日本での本邦研修（TOT） 

・機材 

・ローカルコスト 

・5分野の8名の専門家（15.87人/月） 

・第1回本邦研修（TOT）は実施された。 

・機材 

現地調達：契約金額61,519,958Rs 

本邦調達：未調達 

 

パキスタン側 

計 画 実績（2012年9月時点） 

・専門家派遣：8分野9名 

・建物・施設： 

プロジェクトに必要な施設 

JICA専門家に必要なオフィススペースと施設 

機材の設置と保管に必要は教室とスペース 

・ローカルコスト 

・カウンターパート（C/P）配置：37名（交代した

要員も含む） 

・建物・施設は必要に応じて用意されていた。 

・ローカルコスト：「PC1」として本プロジェクト向

けの予算4,500万Rsを確保済み。 

 

 （1）日本側 

日本側の投入は、おおむね計画どおりに行われた。以下の分野の8名の短期専門家が派遣さ

れた。ただし、保護・計装、機材計画の専門家の交代があった。専門家のリストは、付属資

料1. M/MのAppendix IIIのとおりである。また研修計画専門家はパキスタンには派遣されず、

日本でのみ業務を行った。 

1）総括/送変電運用保守 

2）機材計画 

3）保護・計装 

4）機材調達 

5）業務調整 /研修・機材計画アシスタント 

 

中間レビュー調査時点までに、第1回本邦研修が2011年10月に実施され、11名の講師と4名の

マネジャーが参加した。本邦研修の参加者リストは、付属資料1. M/MのAppendix IVに示すと

おりである。 

現地調達対象機材のいくつかは、TSGラホールのNew Kot Lakhpat（NKLP）研修センターに

配送されていたが、中間レビュー調査時には、Tarbela（タルベラ）、Gatti（ガッティ）の各研

修所への設置はされていなかった。現地調達対象の残りの機材については2012年12月末まで

に届く予定である。本邦調達の機器については、パキスタン側の自国保険をかける規定のた



 

－6－ 

めに機材調達が更に遅くなることが予測されている。機材リストは、付属資料1. M/Mの

Appendix Vに示すとおり。 

 

 （2）パキスタン側 

パキスタン側の投入は計画どおりであった。パキスタン側はC/Pと合同調整委員会（Joint 

Coordinating Committee：JCC）メンバーを配置した。主な技術カウンターパートとJCC参加者

のリストは、付属資料1. M/MのAppendix VIに示すとおり。 

プロジェクトのためのオフィススペースや設備は、TSG訪問時に日本人専門家のために供与

されていた。日本側機材の設置のためのスペースや設備は準備されている。 

パキスタン政府は、本プロジェクト予算である「PC1」として4,500万Rsの予算配分を行い、

2012年7月までに車両の購入、オフィスの事務機器その他に10.246百万Rs、全体の23％を支出

した。残りの予算は研修の補助機器や研修施設整備、研修用の変電所設備モデルの建設、NKLP、

Tarbela、Gattiの各研修センターの車両の購入に使用される予定である。PC1予算は、付属資料

1. M/MのAppendix VIIに示すとおりである。 

 

２－２ 活動実績 

2011年3月から2012年8月までの期間、本プロジェクトの活動は、本プロジェクトの活動計画（Plan 

of Operation：PO）、本プロジェクトの場合にはWork Planningの表どおりにおおむね進捗している。

（付属資料1. M/MのAppendix VII参照） 

進捗の詳細については、表－２に示すとおりである。 

表－２に基づくと、全機材の設置終了が2013年初めまで予定されているところ、中間レビュー

調査時点で各サプライヤーからの配送に遅れがみられること、研修コース教材作成のスケジュー

ル管理について徹底されていない点があるとみられた。プロジェクトの残りの期間に機材調達と

2013年早期に始まる予定の新規研修コースに間に合うように教材改訂の遅延を最小限にとどめる

必要がある。 

 

表－２ 活動の進捗状況（2012年9月現在） 

活 動 進 捗 

アウトプット 1 

2.1 研修用機器のリストを決定し、運用保

守（O&M）計画を準備する。 

2.2 上記のリストに基づき、研修用機器を

供与する。 

1.1 進捗中。機材リストは決定された。O&M計画の第一稿

は準備され、NTDC TSGの “Standard of Operating 

Procedure（SOP）”案に導入されている。 

1.2 進捗中。しかし、機材の配送に遅延がみられる。機材

46項目のうち、13項目について調達中でNKLP研修セン

ターに配送されていた。 

アウトプット 2 

2-1 TOTのためにシラバス、カリキュラ

ム、及び研修教材を策定/準備する。

2-2 TOT参加者を選抜する。 

2-3 TOTを実施し、評価結果に基づき次回

TOTを改善する。 

進行中。第1回本邦研修は計画どおり実施された。第2回本邦

研修の参加を選定中。第1回本邦研修の評価を第2回本邦研修

へフィードバックすることを現在検討している。 
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活 動 進 捗 

アウトプット 3 

3-1 TOTを通じて習得した技術知識/技能

に基づき、シラバス、カリキュラム、

及び研修教材を改訂/策定する。 

3-2 供与された研修教材を用いて実施し

たセミナー、ワークショップを評価

結果に基づきその改善を行う。 

3-1 各分野別状況は異なるものの、進捗中。当初のアクシ

ョンプランの予定では2012年10月までに改定案完成予

定であったが、遅延しており、2012年12月末までの完

成予定にスケジュールが修正されている。 

 各分野においてシラバスのコースコンテンツは修

正されている。これらはカリキュラムとともに更に見

直し、最終化する予定である。 

 P&I分野の教材改訂については、内容量が多いこと

もあり、時間がかかっているようである。 

 現在、講師たちは日本人専門家の支援のもとに改訂

作業のレビューを行っている。 

3.2 講師たちが新機材に精通するように機材のサプライヤ

ーとともにワークショップが開催された。 

アウトプット 4 

4-1 研修プログラムに関するTSGの基本

方針を策定する 

4-2 TSGの年間研修プログラムを改訂す

る。 

4-3 TSGの長期研修戦略を改訂する。 

4.1 作成済み。4.2と4.3はドラフトが作成され、2012年末ま

でに完成される予定である。 

 

研修生と彼らの上司たちに研修についての評価システムは

TSGのSOPに導入された。評価シートは2012年3月以降に配

布されて、回収されている。研修生による評価シートは回収

されているが、TSGのマネジャーたちはまだ結果分析を行っ

ていない。また、研修生の上司からの評価シート回収は困難

となっており、現時点での回収率は限定的である。 

 

２－３ アウトプットの達成状況 

本プロジェクトにおける2012年9月の中間レビュー調査時点までのアウトプット達成状況は、表

－３のとおりである。アウトプット1~4の達成に向けて進捗しているものの、いずれのアウトプッ

トも未達成である。 

アウトプット1の研修機器の更新については、全体の約3分の1に相当する一部が到着したところ

である。アウトプット2の日本での講師研修は全3回の計画のうち、第1回が実施され、今後あと2

回実施予定である。アウトプット3の研修コース内容の修正を終え、各分野の教材は改訂中、カリ

キュラムの見直しについてもまだこれからである。新しい教材を使った研修コースを2013年以降

開始するには2012年末までにいったん取りまとめを終えられるようにする必要がある。中間レビ

ュー調査時点の達成度と残りの期間を鑑みると、2012年末までに終えられるようにするには、こ

れから更に努力が必要とみられる。 

また、アウトプット2と3については評価の指標自体の見直しが必要である。アウトプット2につ

いてTOT参加者は先進技術を学ぶだけではなく、研修マネジメントについても学ぶことになってお

り、その点をアウトプット2の記述に追加することが必要である。そして評価指標については、TOT

参加者が先進技術を適切に習得したかなどの達成が判断できるようすること、具体的な能力向上

の内容がわかるように改訂すべきである。またTOT参加者からは「先進技術の習得」という意味に

おいてはグリッド、保護・計装（P&I）、送電線の各分野について更に実地研修が必要との意見が

多かった。他方、この点に関しては各機器のメーカーの実習内容も含まれ、日本側で対応してい

る研修所では実施できる研修に関する制約がある。日本でどのような先進技術を学ぶべきか、あ
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るいは何をどこまで学ぶことが可能かを見極めたうえで、可能であればTOTの内容を改訂できると

よい。 

アウトプット3の指標については、パキスタン側C/Pへのインタビューでは「シラバスの改善」

とは既存の学習項目を示すコース内容についての改善のみを指し、授業のねらいや学習計画につ

いて詳しく書いたものは含まれないこと、授業の時間割を示す「カリキュラム」という発想があ

まりないことが明らかになった。C/Pの理解ではシラバス、カリキュラムの改善とは、主にコース

内容の学習項目の改善のみを理解しているようであった。日本人専門家側としてもどこまで改善

するかの方針を特に示していたわけではないため、プロジェクトとしてどこまでを改訂範囲とす

るかは特に合意がなされていないようであった。この点に関してはすべて関係者（TSG講師、マネ

ジャー、日本人専門家）の間でプロジェクト終了までにめざすシラバス、カリキュラム、研修教

材の改訂の範囲・内容を明確化して共通理解を図り、アウトプットの達成の目安を設定すること

が重要である。 

 

表－３ アウトプットの達成状況（2012年9月現在） 

アウトプット 指 標 達成状況 

1 TSGの研修用機器が更新さ

れる。 

1.1 実際の送変電系統に合致し、

更新された研修用機器 

未達成。機材調達はスケジュールに

従って進捗中。 

2 TSG講師が日本でのTOTを

通じて、既存の送変電系統

の運用保守（O&M）に合致

した最新技術を習得する。 

2.1 プロジェクト完了までに25名

のTSG研修講師または技術

者、及び管理者4名が日本での

TOTを修了する。 

2.2 日本でのTOT修了後のアクシ

ョンプランの実施に関し、各

TSG講師の実施状況と達成度

部分的に達成。 

TSGの講師10名とマネジャー4名は

TOTを終了した。TSG講師はTOTで

作成したアクションプランを実施

してきているが、教材の改訂はまだ

終了しておらず、当初の締切予定で

あった2012年10月より遅延してい

る。このスケジュールは、現時点で

2012年末までの終了に延期した。

研修講師へのインタビューによる

と、全員が先進技術についての見識

が向上したとしているが、十分には

学んでいないと感じている。その理

由は各分野で十分な実地研修がな

かったことが挙げられた。 

3 TSGでのシラバス、カリキ

ュラム、研修教材は、TOT

にて習得した技術知識/技能

に基づき適切に改訂され

る。 

3.1 適切に改訂されたシラバス

（予防保全の追加）、カリキュ

ラム（最新情報、研修システ

ムの改善を含む）及び研修教

材（SOP、O&M記録） 

部分的に達成。シラバスのコースコ

ンテンツは改訂されたが、更なる改

善が必要である。教材は改訂された

が、ファイナライズされていない。

4 TSGの研修システムが改訂

される。 

4-1 TSGの研修プログラムの基本

方針の策定 

4.2 TSGの年間研修計画の改訂 

4.3 TSGの長期研修戦略の改訂 

プロジェクトの進捗実績に記述の

とおり、部分的に達成。 
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２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

中間レビュー調査時点では、改訂された教材ドラフトは未完成であり、供与される機器は調達

が始まった段階であった。プロジェクト目標の達成に向けて進捗がみられるものの、改訂教材及

び更新機器を利用した新コースがまだ開始前で、計画スケジュールに対し、進捗に遅延があり、

現時点ではプロジェクト達成の見込みを述べることが困難である。 

また、PDMのプロジェクト目標の達成を検証する指標は「改善されたTSGの研修コース」と記

載されているのみで、研修改善がどのように測定されるかを記述されていない。まずは早急にプ

ロジェクト目標指標について、研修コースの改善について何を根拠に判断するのかを具体的に示

し、プロジェクト終了までに達成されるべき改善内容を明確に設定する必要がある。そのうえで

必要に応じてプロジェクトの活動とアウトプットを調整するなど適切にプロジェクトを運営・モ

ニタリングできるようにすべきである。 

 

表－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標 指 標 達成状況 

送変電系統O&Mに関する

TSGの研修能力が向上する。 

改善されたTSGの研修コース 現時点では検証できず。新規コースの

準備は実施中。 

なお、関係者へのインタビューでは、

全員がプロジェクトの結果として達

成可能であるとみている。 

 

２－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標は、本プロジェクトによって意図しているアウトカムであり、プロジェクト終了後3～

5年以内に達成することが見込まれているものである。 

現時点では、明白な根拠をもって達成見込みを述べることができないが、研修生増加の目標数

は過去に実績がある数字である。初年度（2011）に実施された研修ニーズ調査の結果から、近年

の研修生減少の理由が研修の中身の陳腐化に起因しており、研修が改善されれば減少した研修生

数は回復可能という予想し、本プロジェクトによる研修コースの更新が研修生の増加を誘引する

と想定されている。 

上位目標の指標には、エンジニアとテクニシャンの能力向上を測る指標がないため、そうした

指標を追加する必要がある。 

 

表－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標 指 標 達成見込み 

パキスタン国の送変電系統

O&Mに従事するテクニシャ

ン及びエンジニアの技術力

を向上する。 

プロジェクト完了の3年後、2017年

までに年間の研修受講者数を30％

以上増加させる。具体的には2010、

2011年実績の357人/年を2017年ま

でに476人/年とする。 

現時点では検証できず。 
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２－６ 実施プロセス 

本プロジェクトは、図－１に示すとおりの体制で実施されている。本邦研修（TOT）に参加した

TSGのC/Pはシラバス、カリキュラム、研修教材の改定作業、研修評価とフィードバックシステム

の構築等のプロジェクト活動のアクションプランを策定した。本邦研修参加者が活動実施をリー

ドしていくようにアクションプラン実施の責任者が決められた。日本人専門家はアクションプラ

ンの進捗をモニターし、TSGのC/Pへ支援をしている。以上の体制は円滑な事業実施に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ プロジェクトの実施体制 
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しかし、TSGのプロジェクト活動のより高いアウトカムと持続性を担保するには、以下の点につ

いて実施スキームを強化する必要がある。 

 

（1）改定された研修コースの開始の目標日程を明確化し、そのためのタイムマネジメントを行

うこと。 

 

（2）研修評価システムについては評価シートの回収、分析、フィードバックのスケジュールを

明らかにし、研修生に対する上司の評価シートの回収率を高める方策を考慮すること。これ

は研修システムの継続的改善のためのフィードバックを確実に行うためには非常に重要であ

る。 

 

（3）研修生とその上司たちはTarbela研修センターの基礎理論コースとNKLP研修センターの実践

研修コースを1セットとして評価している。今次中間レビュー調査で、パキスタン側C/Pへの

インタビューでは、両方の担当者のコミュニケーション・情報共有が更に必要であるとの意

見が聞かれた。たとえば、インタビューのなかで各研修センターに配置される機材について、

Tarbela研修センターの方では十分に情報が把握されていなかった。各研修センターは相互に

距離があるため、研修コースへの効果的なフィードバックのために評価結果の共有と協議を

行うよう、Tarbela・NKLP両方研修センターの講師やマネジャーの間で十分にコミュニケーシ

ョンをとるように留意すべきである。 
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第３章 評価 5項目による評価 
 

３－１妥当性 

 本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクト終了時点までに妥当性は維持されるものと見込

まれる。 

 

 （1）パキスタン側の開発計画との整合性 

本プロジェクトは、パキスタンの長期計画「Vision 2030」、貧困削減戦略書 II（Poverty 

Reduction Strategy Paper II：PRSP II）（2009年）、中期開発フレームワーク（Medium Term 

Development Framework：MTDF）（2005～2010年、2012年度においても延長中）に整合性があ

る。「Vision 2030」で述べられている「工業化推進」では安定的電力供給が必要とされており、

PRSPIIでは追加的最小限費用の発電とともに、信頼度の高い電力供給の重要性から、送配電

システムのボトルネックを解消し、電力需給バランス改善をめざすことが述べられている。

MTDFにおいても発電計画拡大に沿って送電線建設を推進していくことが述べられている。こ

れらのすべての計画において、TSGの研修能力の改善を通じてエンジニアやテクニシャンの運

用保守（O&M）技術を向上させて送変電系統の適切な運用を支援することは重要である。 

 

 （2）NTDCの開発ニーズとの整合性 

NTDCのTSGは132kV、220kV、500kVの送変電系統のO&Mについての唯一の研修機関であ

る。JICAを含んだドナー機関の資金支援により高圧送電線が延伸が集中的に実施されている

なか、送変電系統のO&Mを担うエンジニアやテクニシャンの能力向上は急務であった。こう

した状況にもかかわらず、TSGの研修は1980年代にカナダ国際援助庁（CIDA）が支援して以

来、研修システム全体が更新されておらず、教材は未改訂で機器は老朽化し、研修講師の新

しい機器を扱う能力が不足しており、その研修能力が非常に限られていた。したがって一刻

も早く現場のニーズに即した研修を実施できるようになることが必要とされていた。 

 

 （3）プロジェクト・アプローチとデザインの適切性 

本プロジェクトのアプローチとデザインはTSG講師兼（または）マネジャーのターゲットグ

ループのニーズと整合性がある。本プロジェクトのアプローチは組織能力と個人能力の両方

が向上することである。プロジェクト・デザインは機器の更新のみならず、講師の能力向上

と組織としての研修システムそのものについても改善が含まれ、TSGの問題をすべてカバーす

るように形成されている。本プロジェクトでは、講師やマネジャーが自らアクションプラン

策定・実施してくことを通じ、彼ら自身のイニシアティブで自己啓発を促進することを意図

しており、組織としての改善への取り組みを個人の能力向上を通じて実践していく内容とな

っている。また、TSGの研修コースのなかでも、本プロジェクトでは主に「技術向上コース（Skill 

Enhancement Course）」を対象としている点も、優先度の高い対象範囲から取り組んでいる。

以上のプロジェクトの概念と内容において、本プロジェクトのアプローチとデザインは適切

であるといえる。 
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 （4）日本の対パキスタン援助政策との整合性 

本プロジェクトは、日本の対パキスタン開発援助（ODA）政策に合致している。その政策

の優先項目の1つとして、経済インフラの改善がある。この優先事項のもと、効率的及び持続

可能な電力供給に焦点があてられている。本プロジェクトは、エンジニアとテクニシャンの

送変電系統のO&M能力の改善を通じての安全な作業実施等において、この内容に沿っている。 

 

３－２ 有効性 

中間レビュー調査時点において、本プロジェクトの有効性は評価できないが、プロジェクト目

標達成に向けて正しい軌道にあるとみなされる。 

機器調達や教材改訂などのプロジェクト活動の遅れにより、現時点でアウトプットは未達成で

あるものの、各アウトプットは進捗しており、講師の能力改善がみられる。日本でのTOTへの参加

後、研修講師とマネジャーは研修コース改善の必要性についての認識を高め、プロジェクト目標

達成に向けての意欲が一層高まった。また、本プロジェクトにより供与される研修機器の選定に

おいては、送電線分野の機器よりも、リレー（継電器、電流の切り替えを行う機器）のような保

護・計装（P&I）やその他変電所のテスト機器等を研修需要が高いものを優先的に対象とした。リ

レーについては日本の円借款案件で調達されている同様の製造業者から調達する配慮がなされて

いた。このことは研修生が研修センターで学んだ機器の知識を直接現場で適用できるというメリ

ットがある。以上のように研修の有効性が高めるように留意されて実施されてきている。現時点

では、本プロジェクトの目標達成を妨げる可能性がある外部要因はみられない。 

有効性をより高めるためには、「２－３ アウトプット達成見込み」で既述のとおり、日本のTOT

で達成すべき、あるいは達成可能な事項を熟慮し、可能な範囲で一層の改善を行うこと、また、

現時点で本プロジェクトを通じてめざすシラバス、カリキュラム、研修教材の改善の達成レベル

を明確化し、関係者間での共有理解がなされるべきである。プロジェクト目標、アウトプット2と

3の指標を具体的に定義し、それら指標をモニタリングし、改善点についてはプロジェクト実施に

フィードバックする体制を構築する必要がある。これらの指標の見直しはプロジェクトの有効性

を適切に評価するために必須である。 

 

３－３ 効率性 

中間レビュー調査時点までの本プロジェクト実施状況を検証すると、効率性はおおむね中程度

といえる。 

中間レビュー調査時点までに、日本・パキスタン国側双方の投入はおおむね計画どおりであっ

た。日本側については、日本人専門家の質、量、派遣タイミングについてプロジェクト活動を実

施し、計画されたアウトプットを産出するためには、おおむね適切であった。パキスタン側につ

いては、プロジェクトのための人員、設備、予算は計画のとおり割り当てられた。プロジェクト

実施体制は、円滑的な活動実施のために機能していたといえるが、より効率的なプロジェクトの

実施のためには、日本人専門家の支援とTSGのC/Pによる活動計画の実施について、実施や投入の

タイミング等を相互に進捗管理・調整できるワークプランをベースに本プロジェクトをモニタリ

ングする必要がある。また、研修評価とモニタリング実施体制の強化も必要である。 

残りの期間で計画どおりのアウトプット、アウトカムを確実に達成するためには、TSG講師やマ

ネジャーがコースワークの更新を2012年末に定めたスケジュールに間に合って作業を行うよう、
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タイムマネジメントの徹底が肝要である。 

 

３－４ インパクト 

 （1）上位目標の達成状況 

本プロジェクトのプロジェクト目標が達成できれば、達成可能とみられる。 

 

 （2）その他のインパクト 

本中間レビュー調査時点において、負のインパクトは予見されない。正のインパクトにつ

いては、研修による改善の重要性についてTSGやGSOの職員の認識が高まる変化がもたらされ

ると期待される。また、本プロジェクトにて供与される研修機器を使えるようになることで、

変電所の新しい機器のテストについてGSOのエンジニアやテクニシャンが外部の民間会社に

発注せずに自分たちでできるようになることも予測される。このことはJICAを含む他ドナー

支援による変電所増設が実施されているなか、変電所の効率的なO&Mに貢献すると期待され

る。 

 

３－５ 自立発展性（持続性） 

中間レビュー調査時点では、短期的には以下の観点から本プロジェクトの持続性が予見される。 

 

 （1）政策・制度面 

現時点でTSGの持続性に影響がある政策・制度の変化は見込まれていない。 

 

 （2）組織面 

前述のとおり、TSGは高圧送変電システムのO&M研修を行う唯一の機関であることから、

NTDCのTSGの組織解体がなされるということは想定しがたい。常に内部の組織改編や職員の

異動はあるとしても、TSGの役割と機能に影響があるような大きな変化はないとみられる。 

 

 （3）技術面 

インタビューにおいて、TSGのマネジャーを含む講師たちは本プロジェクトを通じて習得さ

れた技術知識を自分たちの仕事に反映しているうえ、自発的に日々の業務あるいは研修時に

他の職員や研修生にそれらを伝えていることが確認された。現場での実践による技術知識の

定着化と既に組織内で普及が行われていることから、本プロジェクトによって培われた技術

知識は組織内で持続される見込みがある。 

 

 （4）財務面 

プロジェクト実施中の本プロジェクトに対する国家予算は割り当てられている。2011年度

の年間のTSG予算は計画予算どおり実行されていた。プロジェクト実施中と終了直後において

は、TSGの財務的な持続性が見込まれる。しかし、プロジェクト実施後の長期の財務状況の予

測をみるには時期尚早であり、プロジェクト終了後の資金支援の見込みを判断するのは困難

である。 
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３－６ 結論 

本プロジェクトは、パキスタンの開発計画、NTDCのニーズ、日本の対パキスタン開発援助政策

に合致しており、妥当性が高い。有効性については現時点で評価できないが、残りのプロジェク

ト期間でアウトプットを達成すべくプロジェクト活動推進の努力を行い、計画どおりにプロジェ

クトが実施されれば、プロジェクト終了時までに満足なレベルになることが期待される。機器調

達の遅れは新規コースワークの開始に影響を及ぼし得るので、効率性を高めるように機器調達の

スケジュール管理を徹底すべきである。プロジェクトの有効性、効率性を保証し、正のインパク

トを高めるためには、PDMにおけるアウトプットの記述や評価指標の改訂が不可欠である。現時

点では、近い将来までの期間においてはプロジェクトの持続性がある可能性が高いとみられる。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ プロジェクトへの提言 

 （1）プロジェクトの業務計画表の改訂による活動の進捗の確認 

一層の効率的なプロジェクト実施のためには、活動計画の進捗状況は、日本・パキスタン

国側双方のスケジュールを示す業務計画表で各活動計画の調整も考慮しつつモニターすべき

である。付属資料1. M/M Appendix Xは、プロジェクトの業務計画の改定の提案である。ま

た、適切に進捗をチェックするためには、本プロジェクトのシラバス、カリキュラム及び研

修教材の改定の到達度の目標設定する必要である。 

 

 （2）研修評価モニタリングシステム強化 

中間レビュー調査時点では、タイミングよく評価結果を分析すること、研修生の上司から

の評価シートの回収が困難なようであった。したがって、評価結果の分析と研修へのフィー

ドバックのスケジュールを明示的に設定する必要がある。また、研修生の上司からの評価シ

ートの回収のタイミングは、研修生のパフォーマンスが評価できる時期に再検討されるべき

である。これらの事項についてTSGの日常業務として掲げて実施していくことを提案する。 

 

 （3）PDMの改定 

中間レビュー調査の結果に基づき、2.3のアウトプットの達成度、2.4プロジェクト目標の達

成見込み、2.5上位目標の達成見込みで指摘したように、現行のPDMを改定することを提案す

る。提案するPDMは、付属資料1. M/M Appendix IIのとおりである。この提案するPDMにつ

いて協議を行い、最終化し、2012年9月13日に予定されている次回JCCにて日本・パキスタン

国側双方の合意を得ることを提案する。もし可能であれば、プロジェクト目標となる研修評

価の平均レーティングの改善目標につき、2012年末までの全研修評価の分析後、2013年1月に

PDMに導入されたい。 

 

４－２ JICA及びプロジェクトへの提言 

機材調達遅延を最小限にすること 

機材調達について、特に本邦調達の機材調達遅延は、新しいコースワーク実施に影響すること

になる。したがって、当初計画からの遅延を最小にとどめるように努力することが肝要である。 

 

４－３ TSGへの提言 

 （1）新しい機器の維持管理予算の計画作成と確保 

本プロジェクト実施中に、新しい研修機器の維持管理に必要な予算を明確に示し、次の財

政年度から予算計画に反映するようにすることが望まれる。 

 

 （2）研修コースの更新の宣伝 

研修生数増加のために、本プロジェクト実施期間中に、更新した研修コースについてTSG

へ研修派遣の可能性がある全組織に対し、セミナーや広告などを通じて宣伝することを提案

する。 
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４－４ 教訓 

早期段階から研修評価システムの実施計画と戦略 

研修評価システムの導入時、研修生に対する上司からの評価シートを回収する適切なタイミン

グと戦略、評価結果分析のスケジュール、結果の研修コースへのフィードバックが関係者間で議

論されていなかった。このことは活動遅延の主因であった。これらの事項については、システム

導入時点の早期の段階からあらかじめ協議し、実施戦略を策定しておくことが望ましい。 

 



付 属 資 料 

 

１．Minutes of Meeting（M/M） 

 

２．評価グリッド 

 

３．中間レビュー時のPDMの主要修正箇所の理由・留意点 
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